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解 説
本判決の意義

　本判決は，それまでの判例法理を踏まえて「法律上
の争訟」（裁3条）の意義を明らかにするとともに，宗教
団体の内部紛争について他の司法権の限界一般とは異質
な裁判上の処理方式─「宗教問題の法理」（水島朝穂ほ
か「〈特集〉憲法学の可能性を探る」法時69巻6号57頁〔石川
健治発言〕）─を拓いた裁判例として名高い。もっとも
以下で述べるとおり，本判決の本来的射程については慎
重な吟味が必要である。

法律上の争訟
　一般的な理解によれば，法律上の争訟とは，憲法上

の司法権概念の核心をなす「具体的な争訟事件」（本書Ⅱ─
187事件）と同義である。既に最判昭和29・2・11（民集8
巻2号419頁）は，この法律上の争訟を「法令を適用する
ことによって解決し得べき権利義務に関する当事者間の
紛争」という形で説明しており，同一の定式が本判決の
引用する技術士試験事件判決（最判昭和41・2・8民集20巻
2号196頁）でも踏襲されていた。
　これに対して判旨Ⅰは，①「当事者間の具体的な権利
義務ないし法律関係の存否に関する紛争」かつ②「法令
の適用により終局的に解決することができるもの」とい
うように，法律上の争訟の要件を二分する。当該生活関
係に適用されうる法規が存在しなければそもそも①は機
能しないのだから，①に当たる紛争は同時に②も満たす
のが通例であろう。逆に，事実の真否や「単なる政治的
または経済的問題や技術上または学術上に関する争」（前
掲昭和41年判決），「憲法及びその他の法律命令等の解釈に
対し存在する疑義論争に関〔する〕抽象的な判断」（本書
Ⅱ─ 187事件）は，①を満たさないがゆえに②をも満たさ
ないという関係にある。判旨Ⅰの独自の意義は，①を満
たしてもなお②を欠くという紛争類型を観念し，そうし
た紛争から法律上の争訟の資格を奪う途を拓いたことに
ある。
　なお最判平成14・7・9（民集56巻6号1134頁）は行政主
体が国民に対して行政上の義務の履行を求める訴えを法
律上の争訟に当たらないとしており，さらに行政主体間
の争いに関する最判平成13・7・13（訟月48巻8号2014頁）
も同様の立場を採るものと解されている。これらの判例
は，公法上の法関係に関する紛争のうちから私人の権利
利益の救済に直接関わらないものを法律上の争訟から排
除する機能を①に加えたこととなるが，そのような「片
面的法律上の争訟概念」（塩野宏『行政法Ⅱ〔第6版〕』
［2019］299頁）は憲法76条の理解として適切でないとの
批判も有力である（土井真一・法教374号82頁参照）。

司法権の限界と宗教団体の内部紛争
　それ自体としては法律上の争訟といえる請求であっ

ても，国会・内閣の自律権（本書Ⅱ─ 172・180事件），自由
裁量行為，統治行為（本書Ⅱ─ 190事件），そして団体の内
部紛争（本書Ⅱ─ 181～185事件）には裁判所の司法権が及
ばない，と説かれることがある。しかしこの点について
は，（a）そもそも請求の内容が法律上の権利利益に関わ
らず団体内部のものにとどまる場面と，（b）請求の当否
を判断するための前提問題に団体の内部事項が関わるた
め裁判所の審査が限定される場面とを，区別する必要が
ある。住職たる地位の確認請求が宗教上の地位の確認を
求めるにすぎないとされた慈照寺事件判決（最判昭和44・
7・10民集23巻8号1423頁）は（a）に相当する（ただし，法律
上の争訟性ではなく訴えの利益を否定）。また（b）に関して種
徳寺事件判決（最判昭和55・1・11民集34巻1号1頁）は，
「宗教上の教義の解釈にわたるものであるような場合は
格別」そうでない場合には前提問題としての住職の選任

罷免の適否にも司法審査が及ぶと述べている。
　そして，（b）に関する憲法上の事由により裁判所の審
判権が制限されるとしても，当該訴えが法律上の権利利
益を内容とする限り法律上の争訟であることは揺るがな
いというのが，団体の内部紛争を含む司法権の限界に関
する裁判例の一般的傾向であり（安福達也「法律上の争訟
性をめぐる裁判例と問題点（上）（下）」判タ1334号28頁・1335
号37頁参照），本件2審の採る立場でもあった。この立場
によれば，裁判所の審査が前提問題に及ぶのであればそ
の点を判断し（最判昭和55・4・10判時973号85頁〔本門寺事
件〕参照），逆に審査が及ばない場合には当該争点につい
て証明がなかったものとして主張・立証責任の配分にし
たがい（本書Ⅱ─ 190事件，および同判決を引用する寺田意見
参照），いずれにしても裁判所は本案判決を下すべきこと
になる。
　これに対して判旨Ⅱは，前提問題である（イ）（ロ）がい
ずれも法令の適用により解決することが不可能な問題で
あると述べ，それを受けて判旨Ⅲは本件請求が②要件を
欠き，したがって法律上の争訟に当たらないとした。こ
のような異例の処理をした点で，本判決は1審の立場を
支持したもののごとく映る。しかしより立ち入ってみる
と，紛争の核心がすぐれて宗教的な争いについて裁判所
の介入を避けるべき根拠として「宗教団体内部の自由な
議論に委せた方が，信教の自由を保障し，国家と宗教と
の分離を規定した憲法20条の趣旨に沿う」ことを指摘し
た1審に対して，本判決はそのような憲法論を明示的に
展開することなく，（イ）（ロ）が「本件訴訟の帰すうを左
右する」ものであり，当事者の主張立証がその核心とな
っていることを強調している。このように請求の形式で
も争点の憲法的性質でもなく，その背後にある当事者の
争い方に裁判所が着目するならば，当事者の争い方次第
で法律上の争訟性が左右されてしまう結果となろう（中
野貞一郎・民事訴訟法判例百選〈第2版〉10頁参照）。しかし
それでも多くの学説が本判決の結論を受け容れた背後に
は，Yの上告理由が指摘していたとおり，「訴訟物が『供
養金』という宗教上の献金の返還請求でそれ自体宗教色
が強〔い〕」という本件特有の事情によるところが大きい
（佐藤幸治「宗教団体紛争と司法権」野中俊彦ほか『ファンダメ
ンタル憲法』［1994］272頁）。
　もっとも，蓮華寺事件判決（最判平成元・9・8民集43巻8
号889頁）は本判決を引用しながらも，本件1審と同じく
憲法20条論を正面に据えて，日蓮正宗と創価学会の対立
を背景とした寺有建物の明渡請求や代表役員の地位確認
請求について法律上の争訟性を否定した。同判決は，本
件特有の事情から本判決を解き放ち，その射程を著しく
拡げたものといえる。民事訴訟法分野では，こうした判
例の傾向に歯止めをかけるべく，裁判所は宗教団体の自
律的決定を受容して本案判決を下すべきだとの見解が有
力化して久しく，同旨を説く個別意見が最高裁でも増え
ている。しかし，本書Ⅱ─ 185事件をはじめとする最高
裁判決は，いまなお，宗教団体の内部で宗教上の教義が
争われる場合には，法律上の争訟性を認めていない（宍
戸常寿「団体の内部問題と司法審査」LS憲法研究会編『プロセ
ス演習憲法〔第4版〕』［2011］617頁参照）。
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事実の概要
　Y（創価学会─被告・被控訴人・上告人）は，（イ）日蓮正
宗総本山大石寺境内に本尊「板まんだら」を安置する正
本堂を建設する，（ロ）正本堂建立は教義にいう「広宣流
布」達成の時期に当たるとして，会員に建設費用の寄付
を募った。1965年10月当時Yの会員であったXら17人
（原告・控訴人・被上告人）は，それぞれ280円から200万
円（総額約542万円）を供養金名義で寄付したが，その後
に，（イ）について寄付後に「板まんだら」が偽物である
ことが判明した，（ロ）について正本堂完成後になって広
宣流布は未だ達成されないとYが述べた，との理由で，
要素の錯誤に基づいてなされた本件寄付行為（贈与）が
無効である等と主張して，Yに対して寄付金の返還を求
めた。
　1審（東京地判昭和50・10・6判時802号92頁）はYの本案
前の抗弁を認め，（イ）は「信仰対象の真否」，（ロ）は
「宗教上解決すべき教義」の問題であり「裁判所が法令
を適用して終局的に解決できる事柄ではない」，本件は
純然たる宗教上の争いが給付訴訟の前提問題として主張
されてはいるが「裁判所の審判権の外にある」と述べ
て，Xらの訴えを却下した。Xらの控訴に対して2審（東
京高判昭和51・3・30判時809号27頁）は，不当利得返還請
求権の存否の判断は「当事者間の具体的な権利義務又は
法律関係の存否に関する紛争であり，法律を適用するこ
とによって終局的に解決する」，本件請求権の行使が宗
教上の信仰対象の真否等に関する争いを目的としたもの
であっても裁判所に審判権がないとはいえないとして，
1審判決を取り消した。Yは，本件寄付は高度に宗教的
意義をもつ「供養」（信仰行為）であること，（ロ）につい
て戒壇ないし広宣流布の達成等は宗教上の教義ないし信
仰上の判断に関わること，（イ）に関する本尊の真偽も同
様であることから，本件は法律上の争訟に当たらないと
主張して上告した。

判 旨
　破棄自判（訴え却下）。
　Ⅰ　「裁判所がその固有の権限に基づいて審判するこ
とのできる対象は，裁判所法3条にいう『法律上の争
訟』，すなわち当事者間の具体的な権利義務ないし法律
関係の存否に関する紛争であって，かつ，それが法令の
適用により終局的に解決することができるものに限られ
る（最高裁昭和39年（行ツ）第61号同41年2月8日第三小
法廷判決・民集20巻2号196頁参照）。したがって，具体
的な権利義務ないし法律関係に関する紛争であっても，
法令の適用により解決するのに適しないものは裁判所の
審判の対象となりえない，というべきである。」
　Ⅱ　「錯誤による贈与の無効を原因とする本件不当利
得返還請求訴訟においてXらが主張する錯誤の内容は，
（1）　Yは，戒壇の本尊を安置するための正本堂建立の建
設費用に充てると称して本件寄付金を募金したのである

が，Yが正本堂に安置した本尊のいわゆる『板まんだら』
は，日蓮正宗において『日蓮が弘安2年10月12日に建立
した本尊』と定められた本尊ではないことが本件寄付の
後に判明した，（2）　Yは，募金時には，正本堂完成時が
広宣流布の時にあたり正本堂は事の戒壇になると称して
いたが，正本堂が完成すると，正本堂はまだ三大秘法
抄，一期弘法抄の戒壇の完結ではなく広宣流布はまだ達
成されていないと言明した，というのである。要素の錯
誤があったか否かについての判断に際しては，右（1）の
点については信仰の対象についての宗教上の価値に関す
る判断が，また，右（2）の点についても『戒壇の完結』，
『広宣流布の達成』等宗教上の教義に関する判断が，そ
れぞれ必要であり，いずれもことがらの性質上，法令を
適用することによっては解決することのできない問題で
ある。」
　Ⅲ　「本件訴訟は，具体的な権利義務ないし法律関係
に関する紛争の形式をとっており，その結果信仰の対象
の価値又は宗教上の教義に関する判断は請求の当否を決
するについての前提問題であるにとどまるものとされて
はいるが，本件訴訟の帰すうを左右する必要不可欠のも
のと認められ，また，記録にあらわれた本件訴訟の経過
に徴すると，本件訴訟の争点及び当事者の主張立証も右
の判断に関するものがその核心となっていると認められ
ることからすれば，結局本件訴訟は，その実質において
法令の適用による終局的な解決の不可能なものであっ
て，裁判所法3条にいう法律上の争訟にあたらないもの
といわなければならない。」
　寺田治郎裁判官の意見
　「Xらの本訴請求は，……金銭の給付を求める請求であ
って，前記宗教上の問題は，その前提問題にすぎず，宗
教上の論争そのものを訴訟の目的とするものではないか
ら，本件訴訟は裁判所法3条1項にいう法律上の争訟に
あたらないものであるということはできず，本訴請求が
裁判所の審判の対象となりえないものであるということ
もできない（最高裁昭和30年（オ）第96号同35年6月8日
大法廷判決・民集14巻7号1206頁参照）。前提問題であ
る宗教上の問題が実際上訴訟の核心となる争点であり，
その点の判断が訴訟の帰すうを左右する必要不可欠のも
のであるとしても，その理を異にするものではない」。
「このように請求の当否を決する前提問題について宗教
上の判断を必要とするため裁判所の審判権が及ばない場
合には，裁判所は，当該宗教上の問題に関するXらの錯
誤の主張を肯認して本件金銭の給付が無効であるとの判
断をすることはできないこととなる（無効原因として単
に錯誤があると主張するのみでその具体的内容を主張し
ない場合，錯誤にあたらない事実を錯誤として主張する
場合等と同視される。）から，該給付の無効を前提とす
るXらの本訴請求を理由がないものとして請求棄却の判
決をすべきものである」。

東京大学教授

宍戸常寿
ししど　じょうじ

最高裁昭和56年4月7日第三小法廷判決
（昭和51年（オ）第749号：寄附金返還請求事件）
（民集35巻3号443頁，判時1001号9頁，判タ441号59頁）

宗教上の教義に関する紛争と司法権
─「板まんだら」事件
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まずは事実を理解しよう

判例を理解するためには，事実
関係をおおまかに汲み取ること
が重要な一歩となります。当事
者がどのような事情で何を主張
し，論点はどこにあるのかをしっ
かりと確認しましょう。
※また，複雑な事案の場合は，当事者
の関係などを図解して考えてみるのも
オススメです。

判決（決定）文のここが重要

ここでは，判決（決定）文の「一
番重要なポイント」（一般的な判
例法理やこの事案への当てはめ） が
抜粋されています。この項目で
問われている論点と照らし合わ
せながら，裁判所がどのような
判断をしたか確認しましょう。
※裁判所の判断内容をより詳細に把
握するためには，判決（決定）文の原文
（全文）に当たることも大切です。出典
欄に掲げられている書誌などに目を
通してみましょう。 この判例から何を学ぶか

この欄では，主に，判例の「意義」や「位置づけ」に
ついて解説されています。また，論点に関する学説や
判例，その後の展開など，判例の理解を確かなものと
するために必要な情報が盛り込まれています。
※定期的な改訂により，情報をアップデート。判例の「いま」を
知ることができます。

もう一歩先へ進んでみよう

この項目で扱った判例や論点について，
さらに理解を深めるのに役立つ書籍・ 
論文などの情報が載っています。

判 例の判 決（ 決 定）文 が 掲 載
されている主要な書誌の情報
です。
※本書の中では様々な略語が使わ
れています。凡例欄（本書ⅻ頁） を
ご覧ください。

裁判所が付した事件の番号・
事件の名称です。判例を特定
するための情報となります。

判例の裁判所・裁判年月日・
裁判種類（判決・決定など）です。

この項目における論点を示して
います。

全体を眺めてみよう
1 つ 1つの項目をじっくり読むこと
はもちろん大切ですが，本書全体
の体系や前後の判例との関係を
意識することで，より効果的な学
習につながります。


